
第２次横浜市立病院中期経営プラン（平成２４～２６年度）の概要及び取組について 

〇 第２次横浜市立病院中期経営プランの考え方（４ページ） 

〇 基本方針（４ページ） 

〇 病院事業全体の取組（４～５ページ） 

〇 各病院における取組及び収支目標（６ページ～22ページ） 

３ 経営形態の検討（５ページ） 

  市民病院の再整備に向けた検討及び脳血管医療センターの医療機能拡充を見据えたうえで、最適

な経営形態について検討します。 

 

 

１ 市民病院 

 ・「がん」（がん地域連携パス適用症例件数50件）「救急」（受入不能率10.0%以下）「周産期」

（分べん件数1,000件）「感染症」「災害」等の地域から必要とされる政策的医療及び高度医療

に対し積極的に取り組みます。 

 ・診療科・職種間の連携強化を図り、質の高い医療を安全に提供できる体制を構築します。 

 ・収支目標は、再整備後も健全な経営が維持できるよう、５億円以上の経常利益とします。 
 

２ 脳血管医療センター 

 ・現行の脳血管疾患医療機能の向上のため、高度・先進的な医療などに積極的に取り組むほか、

神経難病など特定疾患への対応を充実します。 

 ・早期リハビリテーションや休日リハビリテーションの実施等により、リハビリテーション医療 

  の質向上を図ります。 

 ・収支目標は、診療体制等の強化・充実により抜本的な改善を図り、経常損失をプラン最終年度

の26年度には22年度決算と比較して約６億円改善します。 
 

３ みなと赤十字病院 

 みなと赤十字病院については本市との協定に基づき、指定管理者である日本赤十字社が引き続き

政策的医療を提供するとともに、本市が指定管理業務の点検・評価を実施します。 
 

４ 一般会計負担の考え方 

 ・一般会計からの繰入金について、一層の明確化を図りました。 

 ・病院事業会計全体で、プラン最終年度の26年度には22年度決算と比較して繰入金を約8,200万円

削減します。 

健康福祉・病院経営委員会資料 

平 成 2 4 年 ６ 月 1 4 日 

病 院 経 営 局 

※脳血管医療センターの医療機能の拡大・拡充に向けた現時点の進捗状況と今後の取組 

 (1) 診療体制の確保 

  ア 脳血管疾患医療機能向上関係 

    高度な治療を専門とする「脳神経血管内治療科」を脳神経外科から分科するとともに、合併症対応とし

て、糖尿病・内分泌内科を新設し、常勤医師１名を確保しました。 

  イ 神経疾患等医療機能拡大関係 

    脊椎脊髄外科の常勤医師２名と、手術などの応援のための非常勤医師２名を確保し、４月から他病院から

の紹介患者等の手術を行っています。 

 (2) 高度医療機器の整備 

   脊椎脊髄疾患への外科的医療機能の拡充のため、手術用医療機器等を更新します。 

 (3) 手術室増設及び病棟再編にかかわる施設整備 

   医療機能の拡大・拡充にあわせて手術室を増設するとともに、ＳＣＵ（脳卒中ケアユニット）及び救急病床

を移転します。 

※市民病院の再整備に向けた現時点の進捗状況と今後の取組 

 現地建替を含めた建設候補地の選定について、関係各局の局長級職員を委員とする「横浜市立市民病院再整備検討委

員会」を組織し、全市的な視点から協議を行っています。あわせて、新病院の医療機能、事業費等について、関係局と

の検討を進めます。  

１ 市民病院の老朽化・狭あい化対策（４～５ページ） 

  市民病院は、特に施設の狭あい化が著しく、医療機能の拡充だけではなく、現行の医療機器の更新も

困難な状況となっています。そのため、老朽化・狭あい化対策として、再整備に向けた検討を進めま

す。 

 

 

 

 

 

２ 脳血管医療センターの経営改善（５ページ） 

 (1) 医療機能の検討 

  ・合併症等への対応として、内科系疾患の医療機能の充実を図ることなどにより、救急・急性期から

回復期までの脳血管疾患医療について維持・向上に努めます。 

  ・脊椎・脊髄疾患をはじめ、神経疾患等に対する医療機能を拡大・拡充します。 

  ・医療機能の充実に合わせて、病院名称についても見直します。 

 (2) 医師確保策 

   医師にとって魅力のある病院とするため、運営体制の見直しや教育・研修機能などを充実します。 

 (3) 人件費の適正化 

   医業収益を安定的に確保するとともに、業務執行体制の効率化などを図ることにより、医業収益に

対する人件費比率を改善します。 

１ プランの位置づけ 

  「横浜市中期４か年計画」に示されている「横浜市立病院中期経営プラン（21～23年度）」の後

継プランとして、市立病院における中期的な経営の方向性を示すものであり、総務省から策定が要

請されている「公立病院改革プラン」として位置づけます。 

２ 計画期間 

  平成24年度から26年度までの３か年とします。 

３ 点検･評価 

  毎年度「横浜市立病院経営評価委員会」（外部委員会）による点検・評価を行い、公表します。 

１ 都市部における公立病院として、地域の医療提供体制の中で不足する政策的医療分野を担うととも

に、他の公的・民間病院と機能分担を図りながら、高度な急性期医療を担い、高齢化が進む横浜市に

おいて、市民の安全・安心を守ります。 

２ 市民や医療機関を対象とした予防・啓発活動や情報発信、市域における医療人材の育成に取り組む

など、地域医療の質向上に取り組みます。 

３ 一般会計負担に対する説明責任を更に明確にするとともに、引き続き経営の健全化に努めます。 
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